
埼玉県

１．管内自治体の任意事業等の実施状況

市町村支援

令和２年度 令和３年度 令和４年度

支援会議 0（00.0%） 0（00.0%） 0（00.0%）

就労準備 13（32.5%） 16（40.0%） 19（47.5%）

家計改善 16（40.0%） 17（42.5%） 19（47.5%）

シェルター 5（12.5%） 5（12.5%） 6（15.0%）

地域居住 0（00.0%） 0（00.0%） 0（00.0%）

子ども 39（97.5%） 39（97.5%） 39（97.5%）

２．市町村支援の実施体制等

３．任意事業立ち上げ支援の事例

・就労・家計について、管内自治体での実施自治体の増加を目指す。

支

援

の

内

容

・任意事業実施自治体は少しずつ増加している。
・未だ未実施の自治体が減少するよう、今後、より丁寧な支援をしていく。

取組方針

○ 重点支援期間（令和２年度）の支援の流れ

９月：テーマ別研修「家計改善支援研修」
対面形式で１日実施。

（２２名参加）

１１・１２月：都道府県研修を対面形式で４日実施。
（共通４９名・主任８名・相談２７名・就労１３名参加）

○ 重点支援機関（令和３年度）の支援の流れ

９月：テーマ別研修「家計改善支援研修」
オンライン形式で１日実施。

（２２名参加）

１１・１２月：都道府県研修をオンライン形式で実施。
（共通５４名・主任１０名・相談３１名・就労１５名参加）

取組を振り返って

重点支援
期間

・令和２・３年度

市町村支援
の概要

・修了証発行要件となる都道府県研修を可能な限り対面で行う
ことで、支援員のスキルアップとネットワーク構築を支援

・独自のテーマ別研修として、家計改善支援研修を実施

その他
特記事項

管内福祉事務所設置自治体数： 4 0

【照会先】社会福祉課・048-830-3271

【課題別分類】①


